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1 事後評価について
合流改善事業の評価については、「 社会資本整備総合交付金要綱（ 下水道事業） の

運用について（ 平成 25年 5月 16日国水下企第 10号-2、国水下事第 9号、国水下流
第 5 号）」 等に従い実施されること になっ ており 、事業計画期間終了後に評価を実施
する必要がある。また、「 合流式下水道緊急改善事業の事後評価について（ 平成26年
3月31日 国土交通省水管理・国土保全局下水道部流域下水道計画調整官 事務連絡）」
（ 以下、「 国交省事務連絡」 と いう ） において、合流改善目標に対しアウトカムを活用

した評価の実施、透明性及び客観性を確保するための学識経験者等の第三者の意見を

求めること 、事業完了後3年以内かつ平成28年度までに実施すること と なっ ている。

2 評価に求められる条件
2. 1 モニタリ ング調査の条件
事後評価において必要と なる施設、水質を対象と する。

雨水吐きは処理区の代表的な 1施設（ 弘前市は 1カ所） を対象と する。
処理場はすべてモニタ リ ング対象と する。

雨水滞水池1箇所はモニタリ ング対象と する。また、処理場および雨水吐きのモ
ニタ リ ング調査と一体的に行う ものと する。

調査回数は 1回と する。
水質検査項目は、法定水質である BOD と する。
対象降雨は、原則と して総降雨量10～30mm と する。

2. 2 事後評価の条件

現行の合流式下水道改善計画策定時（ 平成 24 年度見直し） における降雨状況、
土地利用状況、及び汚水排水状況に対し、現況においても大きな変化がないため、

当時の汚濁負荷に関する年間シミ ュ レーショ ン結果を適用できるものと 考え、現

行の合流改善計画におけるシミ ュ レーショ ンは実施せず、合流改善計画策定当時

の年間シミ ュ レーショ ン結果と の比較により 評価を行う 。

汚濁負荷量の削減、公衆衛生上の安全確保に対する対策効果は、モニタ リ ング実

績および現行の合流改善計画策定当時の年間シミ ュ レーショ ン結果と の比較によ

り 評価を行う 。

きょ う 雑物除去に対する対策効果は、雨水吐き室におけるスク リ ーンの維持管理

関連資料を基にきょ う 雑物の捕捉状況を整理すること で確認を行う 。
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2. 3 事後評価の内容
2. 3. 1 モニタリ ング調査
別途実施

2. 3. 2 事後評価
事後評価の内容を以下に示す。

1) 基礎調査

事後評価に使用する過去の降雨実績、法定調査結果、対策施設の維持管理状況など

を取り まと める。

2) モニタ リ ング調査結果と年間シミ ュ レーショ ン結果の評価

モニタリ ング降雨の降雨結果を分析し、現行の合流改善計画で実施された年間シミ

ュ レーショ ン結果と の比較により 、合流改善対策効果について整理する。

3) 合流改善事業の事後評価

モニタリ ング調査結果、年間シミ ュ レーショ ン結果等をもと に、合流改善事業の目

標である「 汚濁負荷量の削減」、「 公衆衛生上の安全確保」 に対する達成状況について

定量的な評価を行う 。評価は雨水吐き、雨水滞水池など合流改善対策施設毎に合流改

善機能の評価を行う と と もに、合流区域全体（ 合流改善事業全体） での評価を行う 。

また、雨水吐き室における維持管理関連資料を基にきょ う 雑物の補足状況をまと

め、 その対策効果の評価を行う 。
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3 合流改善計画の概要
合流改善計画の概要を以下に示す。

遮集量の増大

中部1号幹線系統（ 既存ルート） の管渠流下能力を最大限活用して遮集量の増大を
図る。今回計画下水量ベースで 7.5Q遮集（ 0.480m3/s） にすること で、 BOD放流負荷
量および越流回数の削減を図る。

駅前北地区の部分分流化

合流区域内（ 東部第2処理系統） の駅前北地区（ 6.0ha） の部分分流化と それに伴う
雨水排水路・ 吐口設置は、事業実施が確定的な改善策と して位置付ける。

雨水滞水池の設置

雨水滞水池 8,000m3 を設置し、雨天時貯留水を晴天時に高級処理すること で BOD
放流負荷量の削減を図る。

夾雑物除去スクリ ーンの設置

雨水吐き室には、夾雑物の流出を防止するための夾雑物除去スク リ ーンを設置す

る。機種は、維持管理性に優れた無動力スクリ ーンと する。

上記に示す事業メニューは、全て実施済みである。

合流式下水道区域（ 東部第2処理系統： A＝168.0ha） について、次頁の合流改善計
画図に示す。
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図 3-1 合流式下水道改善計画図

合流区域



（ 様式３ ）

合流式下水道緊急改善事業 事業評価シート

評価実施年月： 平成 年 月29 3  
１ ．対象事業 弘前市合流式下水道緊急改善事業

２．実施主体名称 弘前市

３．計画期間 平成 年度17 ～平成 年度25  
４ ．対象事業の進捗状況

下記の内容について、当初事業計画のと おり完了（ 平成 年 月 日27 3 31 ） した。

遮集量の増大

雨水吐き室 箇所1 の遮集量増大（ 7. 5Q遮集） を行っ た。
合流地区の分流化                                  → 汚濁負荷量の削減
駅前北地区6. 0haを部分分流化し、併せて雨水排水路を整備した。 公衆衛生上の安全確保

雨水滞水池の整備

市処理場内に雨水滞水池8, 000 （ 水処理A系転用） を整備した。
スクリ ーン等の設置

放流吐き口 箇所1 にきょ う 雑物除去設備（ スクリ ーン） を整備した。→ きょ う 雑物の削減

５．目標の達成状況と達成の見通し

当初計画において予定した対策施設はすべて整備しており 、代表的な降雨（ 平成 年9 （ 1997年）
降雨： 年間降水量1, 175mm/年、総降水日数 日172 ） において、各種改善目標を達成している。

改善項目 評価指標 目標値 対策後 ﾓﾆﾀﾘﾝｸ゙ 結果 達成状況

汚濁負荷量の

削減

放流汚濁

負荷量

69. 4t /年削減
％(39 削減 分流並: )

82. 5t /年削減
（ ％46 削減）

355kg/降雨当り削減
（ ％47 削減）

％100 達成
対策後( ＜ﾓﾆﾀﾘﾝｸ゙ 結果)

公衆衛生上の

安全確保

未処理下水

放流回数

回 年46 /  
削減 半減(50% : )

回年45 /  
（ ％51 削減）

回 年39 /  
（ ％57 削減）

％100 達成
対策後( ＜ﾓﾆﾀﾘﾝｸ゙ 結果)

きょ う 雑物の

削減
吐き口対策

ｽｸﾘ ﾝー設置による

流出防止対策
ｽｸﾘー ﾝ設置完了

きょ う 雑物の

捕捉状況確認
％100 達成

６．対象事業の整備効果の発現状況等

対策後にモニタリ ング調査を実施したと ころ、汚濁負荷量については、対策後の年間46％削減
に対し、 モニタリ ング降雨では 47％削減と整備効果が確認され、放流先の水質保全に寄与する。
未処理放流回数については、遮集量増大により対策後の年間 回45 に対し、モニタリ ング降雨で

は代表降雨年の降雨実績において、目標回数以下と なる 39回と整備効果が確認され、放流先の公
衆衛生向上に寄与する。

きょ う 雑物の削減については、雨水吐き室スクリ ーンの清掃結果より 、落ち葉や木く ず、 ビニ

ール類が捕捉されていること を確認、スクリ ーンが問題なく 機能している状況であり 、放流先の

景観や健全な水環境保全の維持に寄与する。

以上より 、確実に改善対策の整備効果が発現している。

７ ．事業の効率化に関する取り組み状況

平成 年度24 に見直しを行っ た合流式下水道改善計画に沿っ て、事業は効率的・ 効果的に実施さ

れた。雨水滞水池においては既存施設を活用してコストを縮減し、きょ う 雑物対策においては新

技術の導入検討により 、吐口にブラシスクリ ーンを設置し、効率化を図っ ている。

８ ．今後の方針

平成 年度26 の事業完了により 、現状で改善目標は達成済みである。

今後も継続して水質検査により監視を行う と と もに、管路清掃による維持管理や施設の老朽化

対策、発生源対策等を考慮しながら、公共用水域の水質保全に寄与するよう 検討及び実施に努め

る。


